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研究成果の概要（和文）：感情障害（不安症、うつ病、強迫症など）に幅広く適用可能な認知行動療法である統
一プロトコル（Unified protocol: UP）の児童版（UP-C）および青年版（UP-A）のワークブックとセラピストガ
イドの日本語版を完成させた。それらをもとに、UP-Aのパイロット試験を実施し、目標症例12例中11例を登録
し、介入を終えた。全例への介入終了後、解析、成果報告を行う予定である。また、UP-Cにおける親用の介入要
素を参考に、親を対象とした子どもの不安への関わり方に関する心理教育動画を開発し効果検証を行ったが、動
画に対する対象者の評価は高かったものの、明確な効果は示されなかった。

研究成果の概要（英文）：We completed the Japanese translations of the workbooks and therapist guides
 for the child (UP-C) and adolescent (UP-A) versions of the Unified Protocol (UP), a transdiagnostic
 cognitive behavioral therapy applicable to a wide range of emotional disorders, including anxiety, 
depressive, and obsessive-compulsive disorders. Based on these materials, we conducted a pilot study
 of the UP-A, in which 11 out of the intended 12 participants enrolled and completed the 
intervention. After we complete the intervention for all participants, we will analyze the data and 
report the findings.
In addition, based on the parent-focused intervention components of the UP-C, we developed 
psychoeducational videos for parents about how to support children with anxiety and conducted a 
preliminary evaluation of their efficacy. Although participants rated the videos highly, no 
significant effects were found.

研究分野：臨床心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、青年の感情障害に対して海外で有効性が示されているUP-Aの国内初となる臨床試験を実施した。現
在も研究は継続中であるが、UP-Aの有効性が確認されれば、単一の治療法で複数の疾患に対応可能となる。この
ことは、青年の学校適応や対人関係上の困難、将来的な精神疾患の発症リスクの低減に資するだけでなく、治療
や治療者養成にかかるコストの削減、さらには長期的な医療費削減にも大きく寄与することが期待される。
心理教育動画については明確な効果は示されなかったが、対象者の負担軽減と効果の両立という観点から、今後
の予防プログラム開発に対して示唆を与えるものであると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
米国における大規模調査（National Comorbidity Survey）では、青年期（13～18歳）における何
らかの不安障害（注：これ以降、不安障害と記載する場合は、DSM-Ⅳ診断に基づく研究を示し、
強迫性障害や外傷後ストレス障害も含まれる）の生涯有病率は 31.9％、うつ病あるいは気分変調
症の生涯有病率は 11.7％と報告されている(Merikangas et al., 2010)。児童（13歳未満）に関する
調査は限られているが、不安障害とうつ病の生涯有病率は、それぞれ 6.6％、2.7％と報告されて
いる(Bittner et al., 2007)。 
児童青年期における不安症やうつ病、強迫症、心的外傷後ストレス障害といった感情障害
（Emotional Disorders）は、対人関係や学業上の問題(Jaycox et al., 2009; Woodward & Fergusson, 
2001)、将来の精神疾患のリスク要因になる(Bittner et al., 2004; Zimmermann et al., 2003)。そのた
め、児童青年期における感情障害の治療は非常に重要である。しかし、精神医療が進む米国でも、
不安障害やうつ病の青年の 6 割以上が治療を受けていない(Merikangas et al., 2011)。日本では対
応の遅れがさらに顕著であり、早急に対策を講じる必要がある。 
児童青年期の感情障害には、認知行動療法（Cognitive Behavior Therapies: CBT）が、第一選択
の治療として推奨されている(Dorsey et al., 2017; Freeman et al., 2014; Higa-McMillan et al., 2016; 
Weersing et al., 2017a)。児童青年の場合は、成人と同等の薬物療法を適用できない場合が多く、
非薬物治療である CBTのニーズは高い。しかし、国内で児童青年の感情障害に対する CBTの有
効性を検証した厳密な臨床試験はほとんどなく、普及が進んでいない。さらに、国外で有効性が
示されている CBTの多くは単一の診断を対象としており、併存疾患に対応できない。感情障害
は高率で併存するのが実際であり、うつ病の児童青年の不安障害併存率は 15～75％、不安障害
の児童青年のうつ病併存率は 10～15％と報告されている(Cummings et al., 2014)。併存疾患をも
つ児童青年は、既存の CBTでは十分な効果は得られにくい(O'Neil & Kendall, 2012)。そのため、
併存疾患も考慮した、感情障害に幅広く適用可能な治療が必要とされている。 
“感情障害の診断横断的治療のための統一プロトコル（Unified Protocol for Trans-diagnostic 

Treatment of Emotional Disorders: UP）”は、感情に焦点を当てた診断横断的 CBTであり、児童版
（UP in children：UP-C）と青年版（UP in adolescents：UP-A）のプロトコルが存在する(Ehrenreich-
May et al., 2018)。これらは、感情障害の根底にある共通のリスク要因を標的とし、不適応的な感
情調整方略（例：抑制、回避）に焦点を当てる。このような診断横断的治療は、併存の問題に対
応できるだけでなく、特定の感情障害を持つ児童青年が後に別の感情障害を発症することを予
防する可能性がある。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、(1) 評価者盲検ランダム化比較試験（RCT）による UP-C の有効性の検証、
および(2) パイロット試験による UP-Aの実施可能性と有効性の検証であった。しかし、前者の
RCTについては、長期にわたる新型コロナウイルス感染症（Covid-19）の影響によりグループ療
法の実施が困難となったこと、また、持続可能な研究体制の構築が難航したことなどから、中断
を余儀なくされた。そこで、より実施可能性の高い研究計画を再検討した結果、不安をはじめと
した感情に関する問題は子どもに広く見られ、子ども自身が治療につながらないケースも多い
こと、特に子どもの場合は親の対応が重要であることなどを踏まえ、UP-Cに含まれる親への介
入要素を参考に、(3) 不安を抱える子どもの親を対象とした、低強度の予防的介入（心理教育動
画）の効果検証を行うこととした。 
 
 
３．研究の方法 
 
(1) UP-Cの評価者盲検 RCT 
 デザイン：通常治療に対する UP-C（通常治療との併用）の優越性を検証する RCT。評価者盲
検、多施設、並行群間、割付比 1:1 
 対象者：【選択基準】(a) 児童の主診断が、DSM-5におけるうつ病、分離不安症、限局性恐怖症、
社交不安症、パニック症、広場恐怖症、全般不安症、強迫症のいずれかであること（M.I.N.I-KID
にて評価）。(b) 児童が、介入前評価時の臨床全般印象評価-重症度（CGI-S）で、中等症以上の
症状（CGI≧4）を有すること。(c) 児童が、介入前評価時点において、小学校 3年生以上 6年
生以下であること。(d) 児童および保護者が本研究の目的、内容を理解し、自由意思による研
究参加の同意を文書で得ていること。【除外基準】(a) 児童が、介入前評価時点において、DSM-
5における軽躁病エピソード、躁病エピソード、精神病性障害を認めること（M.I.N.I-KIDにて
評価）。(b) 児童が、介入前評価時点において著しい希死念慮を認めること。(c) 児童が、介入



前評価時点で他の構造化された精神療法を受けている、あるいは介入期間中に他の構造化され
た精神療法を受ける予定があること。(d) 児童または保護者が、質問や治療マテリアルの基本
的な理解を妨げるほどの知的能力の障害、あるいは深刻な学習障害を認めること。(e) 児童ま
たは保護者が、介入期間のうち、3割（15回中 5回）以上のセッションに欠席することがあら
かじめわかっていること。(f) 保護者が、子どものサポートが困難なほどの身体疾患、精神疾
患、あるいは認知機能障害を有すること。(g) 児童に、グループの運営に支障があるほどの問
題行動があること。 
 目標症例総数：84例（国内外の児童青年の感情障害に対する CBTの RCTを参考に、効果サイ
ズ 0.8、有意水準 0.05、検出力 0.90と設定し、脱落分を加味して算出）。 
 評価項目：主要評価項目は治療後の臨床全般印象評価-重症度（CGI-S）、副次評価項目は臨床全
般印象評価-改善度（CGI-I）、スペンス児童用不安尺度（SCAS）、小児抑うつ尺度（CDI）、子供
用面接の結果評価スケール（CORS）など。脱落率、有害事象等により安全性を評価。 
 介入内容：UP-Cは親子並行の集団療法で行われ、5つのスキル（1：感情体験への気づき、2：
思考への気づき、3：思考の柔軟性と問題解決、4：感情曝露、5：達成の確認と再発予防）から
なる。週 1回 90分、全 15回。 

 
(2) UP-Aのパイロット試験 
 デザイン：シングルケース実験デザイン（無作為化多層ベースラインデザイン） 
 対象者：【選択基準】(a) DSM-5におけるうつ病、分離不安症、限局性恐怖症、社交不安症、パ
ニック症、広場恐怖症、全般不安症、強迫症、心的外傷後ストレス障害、適応障害のいずれか
に該当すること（M.I.N.I-KIDにて評価）。( b) 組み入れ時点において、CGI-Sで中等症以上の
症状（CGI-S≧4）を有すること。(c) 組み入れ時点において、12歳以上 19歳以下であること。
(d) 本研究の目的、内容を理解し、自由意思による研究参加の同意を文書等で得ていること。
【除外基準】(a) 組み入れ時点において、DSM-5における軽躁病エピソード、躁病エピソード、
精神病性障害を認めること。(b) 組み入れ時点において、著しい希死念慮を認めること。(c) 組
み入れ時点において、他の構造化された精神療法を受けている、あるいは介入期間中に他の構
造化された精神療法を受ける予定があること。(d) 薬物療法を受けている場合、投与が安定し
てから 8 週に満たないこと。(e) 質問や治療マテリアルの基本的な理解を妨げるほどの知的能
力の障害、あるいは深刻な学習障害を認めること。 
 目標症例総数：12例（介入の導入時期が異なる 3群を設定するため、ガイドラインに基づき各
群で最小 3名の対象者、計 9名に脱落分を加味して設定）。 
 評価項目：有効性の主要評価項目は短縮版児童用不安尺度（Short CAS）、実施可能性の主要評
価項目は重篤な有害事象。副次評価項目は、Birleson自己記入式抑うつ評価尺度短縮版（DSRS-
C短縮版）、感情調節尺度－児童青年版（ERQ-CA）、家族の巻き込まれ尺度－子どもの不安版:
（FASA）、困りごとの点数など。脱落率、満足度調査アンケートにより実施可能性を評価。 
 介入内容：UP-Aは個人療法で行われ、8つの中核モジュール（1：動機づけ、2：感情への気づ
き、3：行動実験、4：身体感覚への気づき、5：思考の柔軟性、6：非断定的な気づき、7：感情
曝露、8：達成の確認と再発予防）と任意の親用のモジュールからなる。週 1回 50分、平均 16
回（12～21回）実施。 

 
(3) 親を対象とした子どもの不安への関わりに関する心理教育動画の効果検証 
 デザイン：RCT（無作為割付、並行群間比較、待機対照） 
 対象者：【選択基準】(a) 3～12歳の子どもを持つ親、(b) 日本語の理解が十分可能である者、(c)
子どもの不安への対応について学ぶことに興味のある者、【除外基準】(a) 研究責任者が不適当
と判断した者 
 手順：調査会社のモニターに対して調査を行い、研究の紹介動画を視聴したうえで同意が得ら
れた 2000名（女性 1057名、男性 943名；平均年齢 40.71±6.08歳）を研究対象者として登録
し、介入前評価を行った 。介入群（1500名）と待機群（500名）に無作為に割り付けし、介入
群には、割付後すぐに下記の動画①～⑤を 1 週間間隔で視聴し動画の評価を行ってもらった。
動画⑤の視聴から 1週間後に、両群に対して介入後評価を実施した。なお、本研究は動画視聴
の効果を検討するものであるため、動画を全く視聴しなかった者はその後の調査対象から除外
した。 
 評価項目：主要評価項目は親の養育行動尺度（PBQ）、副次評価項目は子どもの不安に対する対
応への自信、子どもの不安に対する対応についての親の困り感、FASA、Parental Acceptance and 
Action Questionnaire（PAAQ）、親評定版改訂子どもの不安と抑うつ尺度短縮版（RCADS-P-25）、
こどものための QOL調査票―親版（KIDSCREEN-10-親版）、WHO-5精神的健康状態表（WHO-
5）であった。加えて、各動画について、視聴状況（1: 最初から最後まですべて見た～3: 全く
見なかった）、有益性（動画の内容は役に立つと…1: 全く思わない～4: とても思う）、および
実践的な内容を含まない動画①以外について実践意欲（動画で学んだことを子どもとの関わり
に取り入れてみたいと…1: 全く思わない～4: とても思う）を尋ねた。 
 介入内容：UP-Cにおける親への介入要素を参考に、「①感情ってどんなもの？」、「②否定的な
関わり方 vs 肯定的な関わり方」、「③一貫性のない対応 vs一貫性のある対応」、「④過保護・過
干渉 vs自立のサポート」、「⑤つらい感情から逃げるモデルになる vs感情とうまく付き合うモ



デルになる」の 5 本の心理教育動画を週に 1 本ずつ順に配信した。視聴時間は各動画 4～7 分
程度であった。 
 統計解析：有効性の評価における解析対象集団は、主要解析は Intent To Treat（ITT）、副次解析
は Per Protocol Set（PPS、5本の動画をすべて視聴した者）とした。評価時点（介入前評価 vs介
入後評価）、群（介入群 vs待機群）、および評価時点と群の交互作用を固定効果、個人を変量効
果とした線形混合モデルを用いて、介入効果を検討した。 

 
 
４．研究成果 
 
(1) UP-Cの評価者盲検 RCT 
 9例を登録し、介入を完了したが、前述の通り、長期にわたる Covid-19の影響によりグループ
療法の実施が困難となったこと、持続可能な研究体制の構築が困難となったこと等により、RCT
を中断した。 
 
(2) UP-Aのパイロット試験 
 2025年 4月現在までに、目標症例 12例中 11例を登録した。全例への介入終了後、解析、成
果報告を行う予定である。 
 
(3) 親を対象とした子どもの不安への関わりに関する心理教育動画の効果検証 
 
① 動画の視聴状況および評価 
介入群に割り付けた 1500名のうち、一部視聴も含み、5本すべての動画を視聴したのは 1047
名、そのうち、5本すべての動画を最初から最後まで視聴したのは 466名（介入後評価に回答し
たのは 454名）だった。 
各動画について、動画の内容が役に立つと回答した割合は 75.44%～79.06％であった。また、
動画で学んだことを実践したいと回答した割合は 77.10%～80.48%であった。 
 
② ITT解析 
線形混合モデルの結果、主要評価項目である養育行動については、「自律性の尊重」において
時点の主効果が有意であり、介入後に得点が増加していた（F = 7.22, p = 0.007）。それ以外の下
位尺度においては、有意な主効果や交互作用は認められなかった。 
副次評価項目のうち、「困り感」および「WHO-5」においては交互作用が有意であった（順に、

F = 4.01, p = .045; F = 6.76, p = .009）。しかし、事後検定の結果、介入群と待機群の両群で介入後
の困り感が低減し（順に、t = 2.78, p = .005; t = 3.92, p < .001）、WHO-5が増加しており（順に、t 
= 2.52, p = .012; t = 4.62, p < .001）、介入効果は確認されなかった。「KIDSCREEN-10」においても
交互作用が有意であり（F = 4.76, p = .029）、事後検定の結果、介入群のみ介入後に得点が有意に
低下し（t = 2.36, p = .018）、待機群では有意な変化が認められなかった（t = 1.10, p = .272）。この
結果は、介入によって子どもの QOLが改善するという仮説に反するものであったが、介入群に
おける効果量は非常に小さく（d = 0.10）、介入後の群間差も有意ではなかった。その他の指標に
おいては、有意な主効果および交互作用は確認されなかった。 
 
③ PPS解析 
線形混合モデルの結果、主要評価項目である養育行動については、「温かさ」において交互作
用が有意であった（F = 4.15, p = .042）。事後検定の結果、介入群では有意な変化は認められず（t 
= 0.37, p = .709）、待機群で介入後の得点が有意に増加していた（t = 2.45, p = .015）。この結果は、
介入によって養育行動が改善するという仮説に反するものであったが、待機群における効果量
は小さく（d = 0.17）、介入後の群間差も有意ではなかった。その他の下位尺度においては、有意
な主効果や交互作用は認められなかった。 
副次評価項目のうち、「困り感」において交互作用が有意であった（F = 8.35, p = .004）。事後
検定の結果、介入群では有意な変化はみられず（t = 0.21, p = .837）、待機群で介入後の困り感が
有意に低下していた（t = 4.16, p < .001）。この結果は、介入によって親の困り感が改善するとい
う仮説に反するものであった。待機群における効果量は小さかったものの（d = 0.29）、介入後の
得点は待機群において有意に低かった（t = 2.29, p = .022）。「WHO-5」においても交互作用が有意
であった（F = 10.29 , p = .001）。事後検定の結果、困り感と同様、介入群では有意な変化はみら
れず（t = 0.09, p = .925）、待機群で介入後の得点が有意に増加していた（t = 4.49, p < .001）。この
結果も、介入によって親の精神的健康が改善するという仮説に反するものであったが、待機群に
おける効果量は小さく（d = 0.32）、介入後の群間差も有意ではなかった。さらに、KIDSCREEN-
10においても交互作用が有意であったため（F = 4.86 , p = .028）、事後検定を行ったが、介入群・
待機群とも、介入前後の得点に有意な差は見られなかった（順に、t = 1.88, p = .060; t = 1.26, p 



= .210）。PAAQの unwillingnessにおいては群の主効果が有意であり（F = 4.60, p = .032）、待機群
の方が有意に得点が低かった。その他の指標については、有意な主効果および交互作用は確認さ
れなかった。 

 
本研究では、親を対象に、子どもの不安への関わり方に関する心理教育動画を用いた低強度介
入の有効性を検討したが、主要・副次評価項目において明確な効果は見られなかった。加えて、
ITT 解析では、介入群でのみ子どもの QOL の低下が確認され、PPS 解析では、待機群でのみ、
一部の指標で改善がみられるなど、仮説に反する結果が得られた。これらの背景には、動画の視
聴を通して、保護者がこれまで認識していなかった子どもの困りごとに気づくようになっ
たことが影響している可能性がある。また、こうした支援へのニーズが高い層にとっては、
短時間かつ一方向的な情報提供にとどまったことで、かえって対応について戸惑いが生じた可
能性や、保護者が新たな対応を模索する過渡的段階にあった可能性が考えられる。一方で、動画
の視聴継続率や内容に対する高い評価から、心理教育的支援への関心やニーズは一定程度確認
された。今後は、動画という手軽な形式の利点を活かしつつ、個別性や実践性を高める支援設計
が求められる。 
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